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地上デジタル放送電波障害調査に係る実施要領

第１ 総則

１ 目的

本要領は、建設工事に起因する地上デジタル放送の受信障害に係る調査に必

要な基本的事項を定めることを目的とする。

２ 調査業務の種類及内容

調査業務の種類及び内容は次のとおりとする。

⑴ 机上検討

ア 机上計算による受信障害範囲の検討

イ この範囲での受信障害棟数等（世帯数）の把握

⑵ 現地調査

ア 事前調査

(ｱ) 受信障害発生前の受信状況調査を行い受信状況の把握を行う

(ｲ) 受信障害範囲の予測

(ｳ) 改善方策の検討

(ｴ) 受信障害棟数等（世帯数）の把握

イ 中間調査

(ｱ) 建設中に受信状況調査を行い受信障害状況の把握を行う

(ｲ) 改善方策の検討

(ｳ) 受信障害棟数等（世帯数）の把握

(ｴ) 工事の進捗に合わせた受信障害範囲の設定

(ｵ) 改善方策に伴う必要事項の確認

ウ 事後調査

(ｱ) 建設完了後の受信状況調査を行い受信障害状況の確定を行う

(ｲ) 受信障害範囲の確定

(ｳ) 改善方策の確定

(ｴ) 受信障害棟数等（世帯数）の確定

(ｵ) 改善方策に伴う必要事項の確定
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第２ 調査実施要領

１ 机上検討

⑴ 受信障害範囲の推定

受信障害発生が予想される範囲について建造物の規模・形状、周辺の地形

・障害物等を配慮し、机上計算により受信障害範囲の検討を行う。

⑵ 調査対象範囲

机上計算により求められた受信障害範囲の距離及び幅のそれぞれ２５％増

しの地域を調査対象範囲とする。

２ 現地調査

事前、中間・事後の現地調査は、国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境

課監修「建築設備設計基準」及び財団法人日本ＣＡＴＶ技術協会発行「建造物

によるテレビ受信障害調査要領（地上デジタル放送）」による。


